
 

 

 

 
とちぎコープでは 6月 17 日第 19 回通常総代会が終了
し、08 年度の活動計画が採択されました。これまで同
様に組合員さんの声やくらしに寄り添った運営や事業
を大事にして行き、人と人とのつながりを作る取り組
みや子育て支援、高齢者対応、環境に配慮した取り組
みを恒常的に強めて行く計画です。また、今年から社
会貢献基金を設け、社会貢献活動に取り組むと同時に、
社会貢献に取り組むＮＰＯ団体の支援を開始いたしま
す。 
第 1四半期が終了し、つながり作りを目的とした「お
茶会」（試食品を囲んで自由におしゃべりする企画）
では、過去最高の３万５千人からの組合員さんや地域
の方にご参加をいただきました。「人にとってこのよ
うなつながりの場を設けられる事は、生協ならではの
大切な活動です。これからも続けてください。」など
と感想をいただき大変好評です。 

 

 

全労済栃木県本部は、おかげさまで昨年３月に創立 50 周年を迎
えることができました。これも一重に労済運動を守り・支えて
くださった組合員の皆さんや地域および職域運営組織の皆さん
の多大なるご協力によるものと改めて感謝申し上げます。 
全労済栃木県本部では、組合員と組合員のつながりを基本とし
「組合員の全労済」をめざしております。現在、県内７店舗の
「共済ショップ」を拠点として来店された皆さん、または個人
宅に伺い、組合員の皆様と直に接し、生涯生活保障設計のお手
伝いをしております。また、共済ショップから遠方にお住まい
の方々に向け、移動共済ショップ（出張型店舗）も展開してお
ります。 
本年７月 30 日（水）に通常総代会が開催され、次年度の活動方
針が確認されます。今後も「組合員の全労済」「信頼される全
労済」をめざし、活動をすすめてまいります。 

 

会員生協からの活動報告 

全労済栃木県本部 

とちぎコープ生活協同組合 

環境の取り組みでは、ＣＯ2排出削減
を目標化して計画的に取り組みます。
西那須野センターでは配送車にＢＤ
Ｆ（バイオディーゼル燃料：植物油
や廃食用油など生物由来の油を精

製した燃料）を使用する実証実験を 6
月 28 日から 8台に増車しました。 

とちぎコープの 

環境の取り組み 
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中央労働金庫栃木県本部 
会員数 3,224,237人 

預金残高 4,409,131,433千円

融資残高 3,061,733,060千円

とちぎ労働福祉事業団 
組合員数 97人 

供給高 202,761千円

数値は２００７年度実績 ／       は賛助会員 

栃木県農協役職員生協
組合員数 423人 

供給高 34,868千円 

  

足利工業大学生協 
組合員数 2,828人 

供給高 207,586千円

社会福祉法人 

ふれあいコープ 
 

５事業所１７部門 

事業高 452,658千円

栃木保健医療生協 
組合員数 11,155人 

供給高 766,313千円

生活クラブ生協 
組合員数 2,802人 

供給高 687,012千円

栃木県労働者消費生協
組合員数 43,782人 

供給高 328,262千円

ブリヂストン 

那須グループ生協 
組合員数 2,513人 

供給高 254,476千円

足尾銅山生協 
組合員数 1,005人 

供給高 328,262千円

宇都宮大学消費者生協 
組合員数 6,518人 

供給高 716,778千円

   

  

宇都宮市職員生協 
組合員数 3,675人 

供給高 355,019千円

栃木県学校生協 
組合員数 18,598人 

供給高 1,445,438千円

   

とちぎよつ葉生協 
組合員数 17,376人 

供給高 3,073,346千円

   

栃木県職員生協 
組合員数 7,424人 

供給高 2,104,188千円

   

とちぎコープ 
組合員数 197,350人 

供給高 24,523,834千円

  
富士重工 

宇都宮生協 
組合員数 5,005人 

供給高 989,473千円 

住友大阪セメント 

栃木生協 
組合員数 191人 

供給高 145,556千円

ブリヂストン生協 
組合員数 2,513人 

供給高 254,476千円 

全労済栃木県本部 
組合員数 402,917人 

口 数 74,909,608千円

  

栃木県生活協同組合連合会には、

16 の生協が加盟しています。地

域、職域、医療、大学とそれぞれ分

野は違っても、組合員一人一人が自

分のくらしを豊かにするために出

資金を出し、参加しているというこ 

とは共通しています。そしてくらしを豊かにすると

いうことは、他の人のことも考え、お互いに協力し

合い、自ら様々なことを解決して行くということに

つながります。これは、１９９５年に世界の協同組

合が参加する連合である ICA（ International 

Cooperative Alliance）の全体総会で採択されたア

イデンティティに関する声明でも、「定義」の中に

経済的・社会的・文化的な願いを満たすために、自

発的な組織であることが、「価値」の中に正直、公

開、社会的責任、そして他人への配慮という倫理的

価値を信条とすることが明記されています。この基

本理念を生活協同組合は大切にし、様々な活動に取

り組んでいるのです。 

 

 

２００８年度の三役体制 
 

会 長 理 事 竹内 明子（とちぎコープ生活協同組合前理事長） 

副会長理事 髙橋 勝也（栃木県学校生活協同組合 理事長） 

副会長理事 五味渕 満（とちぎコープ生活協同組合 理事長） 

副会長理事 齋藤 繁  （栃木県職員生活協同組合 専務理事）
専 務 理 事 鎌柄 克美（栃木県生活協同組合連合会） 

会員生協と賛助団体 

栃木県生活協同組合連合会のあらまし 



 

私たちのくらしの中には、近年食の安全・食糧問題・費者被害・その他年金制度や社会保障

など、さまざまな問題があります。栃木県生活協同組合連合会では会員生協を中心にさまざ

まな団体や大学・ＮＰＯ法人などが行政などと連携し、このような問題を解決し、安心して

暮らせる社会を目指して取り組んでいます。 

地産地消は、今日の食料高騰や環境

問題の視点からも見直され、食の安

全性も含めて再度地域から自主的

な取り組みを広げていくことが求

められています。 

特集 

県内では食品の安全を守る栃木県民の会

が１９８３年より消費者団体中心に活動

を続けておりました。消費者団体だけでな

く、生産者、事業者、学識者の方も加わっ

たネットワークでは県や宇都宮市の食品

安全条例制定も要望し、それぞれ実現され

運用も始まりました。 

食の安全シンポジウムで挨拶された 

県生活衛生課 内田課長 

２００３年６月発足 

（県内１６団体、１学識者で活動） 

z 県内の食の安全確保の取り組み 
z 構成団体の会員の啓発 
z 行政との連携 
z 年１回県民向けのシンポジウムの開催 

二宮町の報徳田の取り組みを聞く 

地産地消を考える会のメンバー 

２００４年９月発足 

県内８団体、１学識者、個人９人、２団体

の協力で活動 

z 県内の消費者被害の防止の取り組み 
z 構成団体の会員の啓発 
z 行政との連携 
z 年１回県民向けのシンポジウムの開催 

災害対策交流会 

消費者ネットワーク 

１９９９年発足の大豆の会から０３年に改組 

県内１２団体、１学識者で活動 

z 県内の地産地消の取り組み促進 
z 構成団体間の情報交換と会員の啓発 
z 行政との連携 

県内諸団体のネットワークを重視して交流 

県内自治体との災害協定の促進 

z 県内で災害が発生したことを想定して災害対
策を検討 

z 交流会参加団体の会員の防災意識の啓発 
z 国内及び海外の災害に対する支援の取り組み

z 子育て支援の取り組み 
z 地域防犯の取り組み 
z ＮＰＯ支援の取り組みの開催 

08年 1月消費者シンポジウムの様子

とちぎコープの子育てサロン 

☺ 子育てサロンの開設や事業を通し
た子育て支援の取り組み 

☺ 生協の配送車などにこども１１０
番のステッカーを貼って、何かあれ

ばこどもの保護と通報をします。 

☺ 県内のＮＰＯの活動の現状を把握
しながら、どのような支援が可能か

検討と実践が始まっています。 

災害問題は、いつでもどこでも起こる可能性が 

あり、県民の方一人一人まで防災の対応を 

高めていくことが、減災につながると考えこの 

取り組みを継続していきたいと思います。 

県内の消費者被害は、相談件数では減ってい

ますが、高齢者の被害の増加も見られ課題と

なっています。様々な関係団体で啓発など、

取り組まれていますが、それらを横につなぐ

ネットワークが必要になっています。 

佐野市・栃木県 総合防災訓練  

展示と生協のトラック５台で参加  

地産地消を考える会 

食の安全ネットワーク 

子育て支援など 


